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一般財団法人徳島県教職員互助組合助成事業交付規程  

 

（目的）  

第１条  徳島県教職員互助組合理事長は、教育文化の振興に関する事業に関し、一般財
団法人徳島県教職員互助組合運営規則第９条に定める助成事業に対し、助成金の交付
（以下「助成金交付事業」という。）を行うため、助成事業の重点事項、採択基準、審査会
への意見聴取及び諮問その他助成金交付事業に関する必要な事項を定め、もって助成
金交付事業の適正な運営を図るとともに公正な助成事業の選考を行うことを目的とする。  

 

（用語）  

第２条  この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定
めるところによる。  

（１）助成金  互助組合が相当の給付を受けることなく互助組合以外のものに対して
交付する給付金をいう。  

（２）助成事業 一般財団法人徳島県教職員互助組合運営規則第９条に定める教育文化
の振興に関する事業に関して記載の助成事業  

（３）助成事業者 助成事業を行う団体  

（４）助成対象事業費 助成事業者の助成事業実施に直接必要な経費をいう。  

 

（法令等との関係）  

第３条  助成金交付事業に関しては、法令又は他の規程に特別の定めがあるものを除
くほか、この規程の定めるところによる。  

 

（助成事業者の範囲）  

第４条  助成事業の対象者は、徳島県教育委員会に所属する組織、徳島県内に存する
公立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校及び徳島県内の教育の振興・発展
に寄与する公的団体並びに、教職員が組織する教育の振興・発展を目的とする団体
（任意団体を含む。）とする。  

  ただし、教育文化の振興に関する事業助成金交付審査会の委員が代表を務めている助
成事業者は、その対象とならない。  

 

（助成金の額）  

第５条 助成金の額は、予算の範囲内で別途定める。  

 

（助成重点事項）  

第６条  理事長は、助成金交付事業の実施にあたり、必要に応じ助成重点事項を定め
るものとする。  

２ 理事長は、前項の助成重点事項を公表するものとする。  

 

（採択基準）  

第７条 理事長は、この規程を実施するための採択基準を定めるものとする。  

２ 前項の採択基準に定める事項は、別途定める。  

３ 理事長は、前項の採択基準を公表する。  

 

（審査会への意見聴取及び諮問）  

第８条  理事長は、助成金交付事業の実施にあたり、次の各号を定めるときは、審査
会の意見を聴取するものとする。  

（１） 助成重点事項  

（２） 採択基準  

（３） その他助成金交付事業に関する重要事項   

２ 理事長は、助成事業の選考について、審査会に諮問するものとする。  

 

 

（募集要領）  

第９条 理事長は、助成金交付事業の募集を実施するために、募集要領を定める。  

２ 前項の募集要領に定める事項は別に定める。  
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３ 理事長は、前項の募集要領を公表する。  

 

（募集）  

第１０条 理事長は、助成金交付事業を行うときは、助成事業を募集するものとする。 

２ 理事長は、前項の募集を毎年１２月に行うものとする。ただし、理事長が必要と
認めるときは、追加募集を行うことができる。  

 

（申請）  

第１１条  助成金を申請する団体（以下「申請団体」という。）は第９条にいう募集
要領に基づき助成金交付申請書（以下「申請書」という。）を作成し、理事長の指
定する期限までに提出しなければならない。  

２ 申請団体は、前項の申請書の提出にあたって必要な書類を添付しなければならな
い。  

 

（助成事業の選考）  

第１２条 理事長は、申請書を基に助成事業を選考し、決定するものとする。  

２ 理事長は、前項の決定にあたっては、事前に審査会の答申を受けるものとする。  

 

（助成金の交付決定等の通知）  

第１３条  理事長は、助成事業の決定を行ったときは、当該申請団体に対して、助成
金の交付決定通知（以下「決定通知」という。）を行うものとする。  

２ 前項の決定通知には次の各号に掲げる事項を記載するものとする。  

（１）助成金交付決定額  

（２）助成事業の完了日   

（３）交付決定の条件  

５  理事長は、選考されなかった事業については、当該申請団体に対してその旨通知を
行うものとする。  

 

（善良な管理者の注意）  

第１４条  助成事業者は、決定通知に従い、善良な管理者の注意を持って助成事業を
行わなければならない。  

 

（助成金の目的外使用の禁止）  

第１５条 助成事業者は、助成金を助成事業以外の用途に使用してはならない。  

 

（完了実績報告書）  

第１６条  助成事業者は、対象事業費の支払いが完了したときは、当該支払が完了し
た日から１ヶ月以内に完了実績報告書（以下「完了報告書」という。）を提出しな
ければならない。  

２ 助成事業者は、前項の完了報告書の提出にあたっては、必要な書類を添付しなけ
ればならない。  

３ 助成事業の完了した日は、第１項の対象事業費の支払いが完了した日とする。  

 

（是正措置）  

第１７条  理事長は、助成事業者が助成事業の実施にあたって決定通知に記載されて
いる事項にしたがって遂行されていないと認められるときは、当該助成事業者に対
し、これに適合させるための指示を行うことができる。  

２ 助成事業者は、理事長から是正の指示を受けたときは、これを遵守しなければな
らない。  

 

（交付確定額）  

第１８条  理事長は、助成事業者から提出のあった完了報告書を審査し、その内容は
適正であることを確認のうえ、次条により、助成金を交付する額（以下「交付確定
額」という。）を確定するものとする。  

（交付確定額の通知）  

第１９条  理事長は、助成事業に対して前条の交付確定額を記載した交付確定通知を
行うものとする。  
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（助成金の支払い）  

第２０条 助成金の支払いについては、概算払いとする。  

２ 理事長は、交付決定通知を助成事業者に交付し、助成事業者からの適正な請求書
を受け取った日から４週間以内に助成事業者に対して支払うものとする。  

 

（精算額）  

第２１条 精算額については、第１９条の交付確定額の通知をもって行う。  

２ 概算による支払額より交付確定額が少ない場合は、その交付確定額を持って精算
とする。  

 

（返納）  

第２２条  前条２項により、精算額が概算額より少ない場合は、助成事業者は互助組
合の指定の方法でその残額を返納するものとする。   

 

  附 則  

  この規程は平成２２年４月１日から施行する。  

   ２ 平成２２年度にあっては、第１０条第２項の助成事業の募集を毎年１２月を    

   ４月と読み替える  

   附 則  

  この規程は一般財団法人徳島県教職員互助組合の設立登記の日から施行する。  

 

 

 


